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中央アジアにおける工業発展及び
中小企業の役割に関する一考察(
開発経済学の新しい課題)
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は じ め に
本論では中央 アジアの工業開発 における中小企業の役割 とその発展の可能性につき、 ウズベキス
タン、キルギスタンにおける事例 を中心に、その特徴、制約条件や商業銀行のはたす役割につき検
証す ることを第一目的としている。 その関連において、中央アジア における「後進性」とは何かと
いう課題 につき、今日の発展途上国 との比較を行う。そし て経済発展史の観点 から「後発国」 とし
ての中央 アジアが市場経済移行に関して、 どのような可能性 と制約要因をもつか論じ る。同時 に旧
社会主義国 としてどのような負の遺産 を抱 えているかという点についても考察する。そして、中小
企業支援と同時 に金融セクター(financialsector）の改革の必要性 につき、国際金融機関 からどのよう
な支援策が取られてきたか評価し、 今後の中央アジアの経済発展と開発援助のあり方、 また開発経
済学からの視点 についても検討を加 えるこ とが この小論の目的である。
1 。 歴 史 的 な 視 野 か ら 見 た 中 央 ア ジ ア の 経 済 発 展 に 関 す る 視 座
中央アジア、特 にウズベ キスタン、カザフスタン、キルギスタン、 タジキスタン、トルケミニス
タンの諸国における今後の経済発展の方向 については、 経済発展史の観点から見ると、興味ある特
異な点がいくつか指摘される。第一には、旧 ソ連邦の“周辺国”(periphery)としての位置付けであり、
第二には、旧社会主義国として、歴史的 な視点 から今日の発展途上国との比較 において、社会的な
“平等”が達成された社会 が今後 どのようなかたちで、市場主義経済に移行して行 くかという点で
ある。
今日 までの開発経済学、及び経済発展史 の視点 から、経済発展に関する議論を整理すると、次の
ような分類が出来 ると思われる。
（1） 経済発展を「先発国」（earlystarter）と「後発国」（latecomer ） に分類し、後発国の経済発
展に見られる傾向、例 えば、政府が積極的 に基幹産業、銀行制度等の育成 に介入することを重
点 に置いた見方があることがあげられる。 こうした見 方は、従来の新古典 派的な考え方及びマ
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ルクス主義的な従属論とは違った方法論の可能性を示唆していると考えられる(ttl)。
（2） 経済発展を近代化のプロセスと考え、経済発展と同時並行的あるいはむしろ経済発展に先行
して個人の能力、基本的人権の回復を考える立場である。この考え方によれば、従来の経済発
展のプロセスは経済全体の“パイ”の大きさの拡大に重点を置いた結果、個人個人の権利や能
力はむしろ縮小されてきたと云う結論になる(tt.2)。
以上のような分類を視点に入れて、中央アジアを見ると極めて興味深い要素が含まれていると考
えられる。その第一点は、中央アジア諸国は工業化に関して見れば、「後発国」（latecomer）である
こと、しかし今日の発展途上国から見れば、鉄道、道路、住宅などの社会基盤は基本的には既に整
備されていることがあげられる。但し鉄道などを見ると、社会主義体制のもとで、モスクワを中心
とした路線網になっており、西側との物流を促進出来るような状態にはなっていない田)。これらの
点は後発国としての、工業化の”初期条件”が所謂発展途上国とは基本的に異なっていることを示
している。
第二点目は、社会主義制度のもとで達成され、国民の間に広く浸透してきた社会的「平等」の概
念が、市場経済システムの導入により基本的に崩壊してきたことがあげられる。このことは今後の
中央アジア経済さらには民主化、近代化を考える上で重要な論点を含んでいると考えられる。西ヨー
ロッパを中心に見られた経済発展は「個人」の「個」としての権利と自由を追求した結果でもあり、
そのプロセスにおいて、「市民社会」が社会の中核として形成され、経済発展と社会に近代化に寄与
したと考えられている(・4)。今後中央アジア諸国が、西側の経済発展のプロセスで見られたような、
個人の権利を基盤とした市民社会の形成に今後進んでいくのか、あるいは、中央集権的なトップダ
ウン（上からの革命）の体制に移行していくのか に の傾向は既に見られる）田)、あるいは別の方
向に進展していくのかと云う課題は、今後の中央アジアにおける経済発展、近代化、民主化（西側
諸国で見られる意味での民主化）を考える上で基本的な問題点であるということができる。別の言
い方をすれば、中央アジアの将来は、今までの先進国や開発途上国が経験してきた経済発展のパター
ンとは異なる可能性があることを示唆していると考えることができる。
更に、最近の調査によれば、中央アジア諸国及びロシアにおいては、大規模産業で収益性の高い
企業は資源・エネルギー関連に特定されており、製造業に対する投資は極めて低く、市場で収益性
の高い企業は資本の回転率の高い「流通業」に限定されているという報告もある（注6)。この点は、中
央アジアを後発国（latecomer）と考えると、前述したような今後の政府による工業化への介入の可
能性とその程度、及び外国からの生産技術の導入といった側面で大きな課題を抱えていると考えら
れる。
以上述べた諸点を考えると、今後の中央アジア経済発展に係わる研究課題として、次のような課
題が重要だと考えら、本論でその内容を検討する。
（A）。移行経済期に見られる“後進性”の問題
（B）。中小企業支援に関する問題点と銀行制度の役割
（C）。中央アジアにおける経済発展パターンの比較分析
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2 。 移 行経 済 に見 ら れ る “後 進性 ”2.1
中央アジアにおける経済開発の初期条件
所謂“後進性”（backwardness）についての明確な定義はない。通常用いられている指数は一人当
たりのGNP である。世銀による「世界開発報告」（例えば1992年版）では、人口－人当り平均GNP
が600ドル以下は低所得経済（lowincomeeconomies ）と呼ばれ、一人当りGNP が600－2、450ド
ルは低位中所得経済(lowmiddle-incomeeconomies ）とされ、一人当たりGNP が2 、500－10,000ド
ルは高位中所得国（uppermiddleincomecountries ）又は中進国ないし新興工業国と呼ばれる。
以上のような分類で、中央アジア及びロシア・東ヨーロッパを比較すると、表1 のように分類さ
れる。この表で明らかな点は、キルギスタン、タジキスタンは低所得経済に属し、ロシア、カザフ
スタン、ウズベキスタン、トルケミニスタンは低位中所得経済に分類され、束ヨーロッパ諸国は高
位中所得国に属することになる。
中央アジア諸国は社会主義体制が崩壊した後、顕著な傾向として見られるのは、一人当たりの国
民所得が低い点である。その理由は複雑であるが、究極的には国営企業から民営化した企業の生産
する「付加価値」が低い点が指摘される。この点は、中央アジアと束ヨーロッパを比較してみると、
後者が比較的早い時期に地理的条件の良さ故西側からの投資が進展したのに対し、中央アジアはlandlockedcountries
であり、外国投資が極めて低かった点が一つの理由としてあげられる(S7)。
表1 中央アジア5 力国の概況とロシア、
人 口
カザフスタン
ウズベキスタン
キルギスタン
タジキスタン
トルクメニスタン
(単位100 万)15.0
??
?
????
?
東 欧 諸 国 の 比 較
面 積-
（単 位 千 平 方 キロ ）
????????
?
ロ シ ア147.0
ハ ン ガ リ ー10.0
チ ェ コ10.0
ポ ー ラ ン ド39.0
資料：世界銀行、WorldDevelopmentReport.2000/2001
・averageannualgrowth
???
?????????
?
一人当りGNP(1999,USS)
???????
660
-
2,270
4.650
5.060
3.960
GDP 成長率(％)(1990-99)*-5.9-2.0-7.4-9.8-3.5-6.11.00.94.7
しかし、一人当たりGNP による数値だけでは、中央アジアにおける後進性を説明することにはな
らないと考えられる。上記の基準とは別に、人間開発指数(HumanDevelopmentIndex, 通称HDI)
が国連開発計画(UNDP) によって開発された。HDI は、長寿、知識、人間らしい生活水準という、
人間開発の三つの基本的な側面における、一国の総体的な達成度を測定するものである。指数は、
平均寿命、教育達成度( 成人識字率および初等・中等・高等教育総就学率)、米ドル建ての購買力平
価(PPP) として調整された一人当たり所得によって測定される。しかしHDI は人間開発の要素を
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簡単にまとめた要約であり、包括的な尺度ではない（UNDP はHDI 以後、人間貧困指数（HPI ）,
ジェンダー開発指数（GDD ）等補完的指数を開発している）。 このHDI を適応すると、表2 のよ
うな結果がえられる。
表2 中 央 ア ジ ア5 カ 国 と ロ シア 、 東 欧 諸 国 のHDI 比 較162
国 中 の 順 位 言 室 生HumanDevelopmentIndex-
カザフスタン
ウズベキスタン
キルギスタン
タジキスタン
トルクメニスタン
ロシア
ハンガリー
チェコ
ポーランド
????
?
??
??
?
???
?．?
??
?．?
99.0
88.5
97.0
99.1
98.0
99.5
99.3
99.0
99.7
0.742
0.698
0.707
0.660
0.730
0.775
0.829
0.844
0.828
資料:UNDP.HumanDevelopmentReport,2001 、(HD[ は0 から｜の間で評価され、1 に近づ く
程高い評価となる】
UNDP の報告書は幾つかの重要な視点を示唆している。
（1） 「人間開発」の進展の平均は、発展途上国内の大きな格差一都市地域と農村地域の格差、男
性と女性の格差、豊かな者と貧しい者の格差－をおおい隠してしまう。
（2） かなり少ない所得水準でも、かなり良い人間開発水準を達成することができる。重要な問題
は、経済成長がどのように運営され、成長の利益がどのように人々のあいだに分配されるかで
ある。 同一の人間開発達成度に与えられる価値づけは、民主主義的な政治体制のなかで遂行
されるのか、それとも権威主義的な政治体制のなかで遂行されるかによって、大きく異なる。(3
） 経済成長と人間開発とのリンクは自動的なものではない。
（4） 社会部門への補助金は、より貧しい人々にとって必要である。ほとんどの第三世界の国々に
おいて、所得分配はかなり不平等である。経済成長のメリットはめったに大衆にまで浸透する
ことはない。自由市場機構は、分配の公平を確保するものではない。したがって、極めて貧し
い人々に所得とその他の経済機会を与えるためには、追加的な政策が必要である。
（5） 人間開発は経済成長を犠牲にしてのみ達成することができるという見解は誤っており、健康
と教育に対する投資の収益率を過小評価している。さらに、大半の予算は国家の優先順位を変
えることによって、人間開発に対する支出を増加することができ（例、第三世界の軍事支出の
削減）、社会支出の効率を改善することができる。
（6) 現存の予算内で支出を再分配する余地があり、これは選択の問題であり、強制の問題ではな
い。外国の援助供与者は、追加的な資金を提供し、適切な条件を締結することにより、人間開
発の保護を援助することができる。
（7) 人間開発戦略を支持するためには、良好な対外環境が重要である。豊かな国はふたたび貧し
い国に資金を移転するようにしなければならない。
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(8） 現状ではとりわけアフリカに貧困が ますます集中 する傾向がある。
（9） 技術協力 は、発展途上国 の人 間の潜在能力 と国家 のキャパシティの創出を助けるように、再
構成されなければならない。
（10） 非政府援助機関（NGO ）をまきこんだ参加型アプローチが、人間開発 を成功させるための戦
略 として決定的に重要である。
（H） 持続可能な開発は、将来の成長と将来の人間開発 の保護 を含んだものでなければならない。
貧困は環境に対する最大の脅威の一つである。UNDP
の報告書は「貧困」と「平等」 と「人間開発」につき、基本的な問題を提起している。 こ
れらの点について は、 この小論の後半で議論したい。
表2 から観察されることは、中央 アジアすべての国が人間開発低位国（HDI が0.5以 下の場合を示
す）ではないことである。識字率の面から見ても、東ヨーロッパ と大きな差違は見られない。以上
の諸点を考 えると、中央 アジアにお ける“後進性”（backwardness ）は、今日 の発展途上 国経 済(developingeconomies
）と比較して、次のような差違が存在す ると考えられる。（1）一人当りのGNP
は低いが、これはフロ ーとしての経済的側面を示しているので、社会的なストックを考慮に入れる
と、今日の発展途上国とは初期条件が違うこと、（2）識字率その他を考慮に入れるとHDI は発展途上
国 より平均的 に高いこと、（3）道路、鉄道、港湾、住宅など社会基盤整備 は、一部が老朽化している
とはいえ既に基本的整備が整ってい るこ と、等が指摘できよう。以上のような背景を考慮すると、
著者の意見 としては、世界銀行の報告書「東アジアの奇跡」（a8）に見られるような、“国家主導”型
によるインフラ整備重視の政策 とは別の道 を中央 アジアは歩むことになると考えられる。中央アジ
ア経済の基本的課題は、旧社会主義時代に構築された「食料供給基地」 としての経済構造を、如何
にして「自立的」経済体制に移行出来 るか、 また問題は需要供給 のメカニズムが存在しなかった「分
配構造」 を如何にして「競争的」ルールに もとづいたオープ ンな市場を通じて形成するかという点
が重要 となる。これらの問題点 は従来 の開発経済学では、あ まり取り上げられなかった課題である。
2 。2 開発経済学の新しい課題
今日までの開発経済学では、経済発展を達成するためには、資本を導入し、適切な（生産）技術
の開発と、資本と技術を有効に組み合わせる人材と組織が必要となる(a9)。技術開発や人材教育への
投資と機械や工場など物的資本への投資がどのような比率で組み合わされるべきか、適切な投資を
誘導し、その有効な利用を図るには制度や組織が必要となる。そしてそのプロセスにおいて、技術
知識と人材を有効に利用してシュンペーター的な意味でのイノベーションを遂行する企業家が、自
由に活躍出来る市場組織の整備が必要であると考えられる。こうした努力と並行して、社会の価値
観や組織能力が生産技術の急激な変化に対応出来るように変化しなければならない。こうした経済
のサブシステム（下部構造）と文化・制度のサブシステム（上部構造）のミスマッチが、社会の急
激な変化のプロセスにおいては、マルクス的な帰結である社会的危機を激化させることになる。
前述した、「後発効果」の観点から見れば、遅れて工業化を開始する国は、先進国の技術発展の過
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程を繰り返すのではなく、先進国が達成した先端的技術を買うことにより、先進国にキャッチ・アッ
プを図ることが可能となる。この点はR.Vernon （注"≫の「プロダクト・サイクル」理論からも推論
出来る。企業が新製品を開発し、市場で販売されると、他の企業も市場に参加するようになり、製
品は標準化され、その製品については市場で成熟期を迎えることになる。市場が成熟した段階に到
ると、それ以上の市場拡大は望めなくなるので、標準化された製品は労働コストの安い発展途上国
や中進国に製造拠点が移動されることになる。このように考えていくと、中央アジア諸国は、その
歴史的社会的な背景から、どのような「後発効果」が期待出来るか、という質問は開発経済学の立
場から見ても興味深い。特に中央アジアにおける教育・識字率の高さを考えると、どのような可能
性があるか研究することは意味があることと考えられる。本論では、著者が実際に調査した中央ア
ジアにおける中小企業発展に関する考察をもとに以下検討してみたい。
3 。 中 小 企業 支 援 と銀 行 制 度 の役 割3.1
ウズベキスタンにおける中小企業支援の実例
ウズベキスタンにおける中小企業の民営化については1992年に開始された。ウズベキスタンにお
ける民営化の特徴は私有化された企業の90％以上は商業・サービス業に属していることである。1992
－1995年の間に、民営化された企業は累計ベースで、小規模企業の数は5,572,中規模企業は、1,388、
大規模企業は898であると推定されている。これを民営化以前の全体数と比較してみると、民営化率
は、小規模企業では96％、中規模企業では20％、大規模企業では19％と推定されている(ttU)。中規模、
大規模企業の民営化が遅れているのが特徴である。民間部門のGDP に占める割合は45％と推定さ
れる。
ここではEBRD 行ったウズベキスタン、キルギスタンにおける中小企業支援プロジェクト(SMECreditLine)
の事後評価内容を検討することにより、より具体的な問題点を検討したい(≫.12)。まず最
初にEBRD により実施されたウズベキスタンプロジェクトの概要を下記に示しておく。
Borrower:NationalBankf( 〕rForeignActivityoftheRepublicofUzbekistan （NBU)Guarantor:RepublicofUzbekistanTotalLoanAmount:us$60,000,000.LoanSigningDate:23November1993PostEvaluationDate:June1997
中央アジアにおける中小企業の定義に関しては、各援助機関により異なるため、ここではEBRD
が実質的に採用している基準を用いる。それは、中小企業の雇用労働者の数が500
人以内、中小企業の資産額が二百万ドル以内、融資額は一件当たり原則として二百万ドル以内と
しておく。しかしこの定義は中小企業の内、中から大にまたがる範囲として考えるべきで、所謂小
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規模と考えられる企業は、世銀などは中企業についたはは従業員250人以上、小企業は従業員50人以
上、そして従業員10人以上をマイクロエンタープライズとして定義されている。EBRD 、世銀、国際
金融公社（IFC ）,EU （欧州連合）などは、それぞれの国情に合わせて弾力的に運用している。
このウズベキスタン中小企業支援プロジェクトの特徴としては、EBRD からNBU への貸し出し
金利はLIBOR プラス1％であり、NBU から中小企業への貸し出し金利はLIBOR プラス3% から5%
のスプレッドを含み、従って実質的な貸し出し金利は当時のLIBOR が6% 程度であったことか
ら、平均して10% 程度と考えられる。外貨変動による内貨（Som ）支払い分への影響を考え、ドルに
よる貸し出し、返済となっている。大部分の中小企業では、セールス価格を外貨変動にリンクさせ
ている。資金の返済期間は5 年から8 年となっている。このプロジェクトは20の中小企業に資金融
資を行ったが、プロジェクト事後評価報告書に記載されているフサブプロジェクトにつき、以下に
要約を示す。
表3 ウズベキスタン中小企業案件の業種と貸し付け額
業 種 貸し付け額（USS） 主な株主-1.
家具製造1,000,00040 ％従業員2.
セラミックタイル1,649,98549 ％従業員3.
テフロンフライパン4,290.61052 ％外資4,
靴製造5,000,00054 ％外資5.
ワインパッケージ308,75051 ％外資6.
プロテイン製品4,027,000100 ％民間（含外資）7.
大理石加工1,000,000100 ％民間
資料：注6 に示されたレポートから著者が作成．
上記7 のサブプロジェクトから所見出来ることは、100% 輸出を目指した案件はなく、最も輸出比
率の高いものは50% （セラミックタイル）である。家具製造に見られるように、ウズベキスタンで
は家具の輸入に年4 千2 百万ドルを使用しており、輸入代替的な色彩が強い。興味深い点は株主の
構成である。外資が50％以上のシェアをしめているケースが見られる（テフロンフライパンートル
コ、ワインパッケージーイスラエル）。従業員が40％台のシェアを占めている会社では、ウズベキス
タン政府が設立した投資基金（GKI ）が15% から26％程度出資している。上記の案件の内、ワイン
パッケージを例に取ると、興味深い点が所見される。この案件は、サマルカンダ地域にある小さな
工場であるが、近郊農家（約800世帯）から葡萄を買い付け、熟成したワインを外貨で輸入したテト
ラパックの箱に詰めるものである。作業自体は複雑なものではない。近郊農家は葡萄の収穫前に支
払いを受けることが出来るため、農家として現金収入があり、安定した供給が期待出来ることが指
摘されている。またテトラパックにワインが入っているため、冷蔵庫での保存が出来、この企業経
営者の話では、ロシア向け輸出が30％程度占め、今後輸出が増大することが期待されているとの事
であった。
上記の第一次ローンに続き、1996年12月に第二次ローン（SMECreditLineH ）として6 千万ド
ルが承認された。この内、2001年12月末の時点で5 千百万ドルが24の中小企業に支出されている。
中小企業の業種は、セラミックタイル（第一ローンの追加）、現地産の綿花を使った靴下製造工場
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(99％外資)、靴製造、医療用包帯、レザースキン( トルコとのジョイントベンチャー)、大理石加
工、みかげ石タイル(granitetiles)製造、等である。第一次ローンと同様に現地産の原料を使った
プロジェクトが多いのが特徴である。この第二次ローンの問題点は政府が2001年H 月に実施した現
地通貨ソムのドルに対する57％の通貨切り下げの影響である。2001年末の時点では、数件の企業に
利子支払いの遅れがみられ、貸し倒れ準備金の額は融資残に対して14％となっている。この額を高
いと見るか、正常な範囲と見るか、議論の分かれる所でもある。著者の意見としては、投資環境を
考えると融資残に対し10％台の貸し倒れ準備金はやむをえないと考えている。
このプロジェクトで特徴的な事は、所謂banktobankloan の形態をとっている点である( つま
りEBRD とNBU の間での直接契約)。中小企業融資への中間媒体である(NBU) の中にSMECreditLineUnit
と呼ばれるオフィスが新設され、プロジェクト実施前にEBRD からの技術援助で
西側からの専門化派遣によるスタッフのトレーニングが行われたことにより、新規案件の審査が厳
しく行われたと考えられる。またNBU の財務内容が良好であった点も、他の中央アジア諸国におけ
る同種の案件と比較して、効率的な資金の運営に寄与したと考えられる。
旧ソ連邦の企業家層について、ある調査によれば、四つのグループに分類されるといわれる(iE13)。
第一に地下経済( ブラックエコノミー) を背景としたもの、第二にいわゆるノーメンクラツーラと
呼ばれる旧政治幹部を背景としたもの、第三に科学者から実業家に転じたもの、第四に軍事産業か
ら転換したものである。ウズベキスタンのおけるSMECreditLine を見る限り、このような明確
な分類は困難である。唯一特記すべきはプロテイン製品に見られる科学者からの企業家転身である。
この案件は綿花の種からプロテインを抽出する製造プラントであり、抽出された製品は家畜の飼料
として利用されている。プラントの設計から実施まで、ロシアで教育を受けた科学者により創設さ
れた。全体的に見れば、企業家層の背景は多様であるが、一般的に知識レベルは高く、意欲的な経
営者が多数みられた。共通の課題として取り上げるべき問題点は、中小企業に於ける会計制度がCIS
諸国では現金主義(cash-basedaccounting)で処理されており、西側諸国で採用されている発生主義(accrualbasedaccounting)
ではない点である。このため、未払い金や未収金が計上されておらず、
企業の財務的内容を正確に把握するためには、会計制度を国際基準(IAS:InternationalAccountingStandard)
移行する必要がある。しかしこうした基準の徹底については、EU( 欧州連合) などの技
術援助により、包括的にアプローチして行くことが必要である。
ウズベキスタンにおける中小企業支援の結果を見ると、企業化できるビジネスチャンスは多々見
られる。バザー( 市場) では豊富なフルーツが多種類売られているのに対し、別のコーナーでは、
輸入されたフルーツの缶詰類やジュースが売られていることからも、推測出来る。相対的に見れば、
以下に述べるキルギスタンや他の中央アジアと較べて、中から大企業に近いグループが支援の対象
になったといえよう。
3 。2 キルギスタンにおける中小企業支援の実例
キルギスタンにおける民営化の実態や中小企業の数については、不明な点が多い。キルギスタン
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政府の発表では、1999年末までに、178の国営企業が民営化されたと報告されている。一番大きな民
営化案件はKyrgyzTelecom 国営会社の株を40％民間（含む外資）に売却する予定であったが、買
い手が現れず実現しなかった。このような実情を考えると、例えばハンガリー・テレコム社に民営
化には西欧からの投資が活発であったことを考えると、キルギスタンに対する外国投資は極めて低
いことが理解されよう。
次にキルギスタンにおいて実施された、EBRD による中小企業支援プロジェクトの概況を見てみ
よう。
企業の財務状況
良好
良好
不良
良好
不良
Borrower:NationalBankofKyrgyzstan(NBK ）Guarantor:RepublicofKyrgyzstanTotalLoanAmount:us$10,500,000.ParticipatingBanks:Kurulush-bank,
“AKBKyrgyzstan" －bank,"KRAMDS"-bankLoanSigningDate:16February1995Mid-TermReviewDate:May1997
（本レポートは事後評価ではなく，中間評価として行われた）
キルギスタンにおける中小企業プロジェクトは、ウズベキスタンの場合と較べていくつかの点で
融資のシステムが異なる。まず第一にEBRD のLoan はBorrower である中央銀行、NationalBankofKyrgyzstan
（NBK ）にLIBOR プ ラス1％で融資される。NBK の内部に設置されたPMU
（ProjectMonitoringUnit）により融資・返済の資金は管理される。更にNBK から、Participat-ingBank
（PB ）と呼ばれる商業銀行（複数）にLIBOR プラス2% で融資され、PB から中小企業へ
はLIBOR プラス7 ％から9 ％で貸し付けられる。従ってPB でのスプレッドは5 ％から1% と云う
高率になる。このスプレッドの幅は中小企業融資に関するリスクを反映していると考えられる。ウ
ズベキスタンの場合は、EBRD からbanktobankloan の形態をとったのに対し、キルギスタンの
場合は、twosteploan 或いはApexloan と呼ばれる形態をとり、中間媒体として商業銀行が参加
していることが特徴である。次にこのプロジェクトの中間評価報告書に見られる貸し付け先の中小
企業（5 件）について見てみよう。
表4 キルギスタン中小企業案件の業種と貸し付け額
業 種 貸し付け額（USS）-].
写真フィルム現像140,0002.
無線ペイジング117,0003.
小麦製粉170,0004.
万万一ッジュースのパッキ170,0005.
チーズ加工250,000
資料：注6 に示 されたレポートから著者が作成．
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上記のキルギスタンに於ける案件を見ると、ウズベキスタンと比較して、融資額が約10分のーと
小さい点が指摘される。これは国内のマーケットが比較的小さいことが理由としてあげられるが、
同時に為替変動による現地通貨支払い増のリスクが大きいためと思われる。EBRD
の中間評価報告書によれば、チーズ加工の工場が問題の実例として提起されている。この
案件の場合、近隣の農家からのミルクの調達が事業の基本であるが、社会主義崩壊後、飢えた農民
は牛をそのまま食用として消費してしまったか、或いは市場で売って現金化したため、2500頭いた
牛が600頭まで激変し、原料の調達が困難になった点が指摘されている。小麦製粉工場の場合は、マー
ケットについて他の同様な内容の企業との競争が激しく、原料である小麦の原産地であるカザフス
タンからの長距離陸路輸送問題に関する問題点が指摘されている。他方、写真フィルム現像（これ
はコダックの現像機の輸入）、フルーツジュースのパッキング（イスラエルからアルミパック機の輸
入）、無線ペイジングの分野では、企業家の旺盛な姿勢が感じられたと報告されている。
キルギスタンの実例をウズベキスタンの場合と比較してみると、いくつかの問題点が指摘される。
まず第一にキルギスタンの場合は、企業家にビジネスプランを作成する能力が欠けていることであ
る。この点を補うために欧州連合（EU ）派遣の専門家が、現地でアドバイザリーサービスを提供し
ているが、事業の設立に伴う将来のキャシュフロー、マーケットの予測、運転資金の調達方法など、
新ビジネスに係わるインフラストラクチャーが不足している点が顕著である。
第二点として、キルギスタンの場合、中間媒体である商業銀行の財務面での脆弱（fragile）な側面
あげられる。当該プロジェクトの発足当初は、商業銀行であるKyrgyzvnesbank が参加する予定で
あったが、その後財務内容の悪化により、中央銀行（(NBK) からライセンスを取り消されたと云う
経緯がある。Kyrgyzvnesbank に代わり“KRAMDS"-bank が参加した。更に問題点として、これ
はCIS 諸国に一般的に見られる傾向であるが、商業銀行の役員及び職員が当該銀行の株主である場
合が多い。その理由は、株主に対する優遇的な金利及び返済期間の適応が許されていることにある。
このような環境のもとでは、融資に対する審査が甘くなる傾向があり、こうした点も結果として銀
行の財務内容に悪影響を与えることになる。最近の情報によれば、このSMECreditLine プロジェ
クトに参加した3 銀行の内、Kurulush-bank どKRAMDS"-bank は事実上倒産(liquidation）して
おり、政府のDebtRecoveryAgency により整理されている。従っでAKBKyrgyzstan"-bank だ
けが残っていることになる。以上の観察により、資金の中間媒体としての商業銀行の脆弱性が理解
できよう。
ウズベキスタンおよびキルギスタンにおける中小企業の実例を総括的に見ると、SMECreditLine
を通して実施された案件はドル建て融資により外国から生産設備を購入しているわけであるが、「部
品」製造工場のような例はなく、すべていわば「自己完結的」な案件であり、製造された製品はそ
のまま市場に出されている。このことは、産業構造自体が「部品」を必要とするような段階に到っ
ていないことを示していると考えるべきであろう。
更に、両国の中小企業に共通している傾向の一つとして、企業統治（CorporateGovernance ）に
関しては一人のCEO(ChiefExecutiveOfficer ）に権限が集中しており、企業訪問しても、CEO が
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不在なら、その企業について説明出来るスタッフは誰もいないことである。CEO と従業員の関係は、
指令(command) と服従(obey)の関係といってよい。こうした側面においても、旧体制の影響が見られ
る。しかし、同時に、ウズベキスタンにおけるワインパッケイジエ場やキルギスタンにおける電話
ペイジングの会社のように、20代の若いダイナミックな企業家が出現してきたことは注目してよい。
3 。3 ウズベキスタン、キルギスタンにおける商業銀行の比較
上記の観察から明かな点は、世銀、アジ銀、IFC,EBRD 等の機関から、中小企業支援の融資を受
けるにあたり、中間媒体役を務める商業銀行の規模と財務内容が問題となることは明白であろう。
そこで次にウズベキスタンとキルギスタンに於ける、商業銀行の規模を比較して見よう。
表5 ウズベキスタンに於ける主要な商業銀行の規模の比較【note 】）
（単位：百万ドル,2000 年末）
銀行名-NBUPskhtaBankAsakaBankUzPromstroyBnakUzDaewooBankABNAmroBank
資 産 額 自 己 資 本 額-
3,913
262
?????
???????
―
税引き後利益
????
1.3
1
ROE
4.2％1.6
％54.7
％12.9
％
－14.8％14.3
％
Notel:StateSavingBank で あるNarodnyBank は家計預 金の80％を占 めているが、この表 には入って
い ない 。(ROE ＝ReturnonEquitv) 資料：各銀行のAnnualReport 及びEBRD
上記の表から明 らかなように、NBU の活動 は突出している(・U)。NBU は全金融セクターの資産の55
％を占め、外貨取引の90 ％を占める独占的 な銀行であ る。NBU について は、現在その民営化が世
界銀行、EBRD の協力 のもとに検討 されている。中央 アジア におけ る各商業銀行の財務内容をみる
と、一般的 に商業銀行による与信活動 は活発ではないことがあげられる。その理由は商業銀行が中
央 銀行からの資金に大きく依存しており、預金基盤が十分で ないことである。 また安全で有利 な国
債がある状況では、リスクをとって融資活動を行う銀行は希である。 このため、多くは六 ヶ月以内
の短期融資が中心となっている(t£l5)。その他金融 セクターの障害 と考えられる点は、企業が銀行 から
資金を引き出す場合 は、賃金の支払い目的等に制約されているため、企業が抱 える流動性資産 は銀
行に預けられず、インフォーマ ルセクターでの現金取引が増加してし まう傾向が強い点である。
更にウズベキスタンの場合、預金市場に関しては旧体制下 の貯蓄銀行(NarodnyBank 、現在も国
営) 一行が、独占的 に一般預金 を吸収しており、金利 メカニズムを活用した預金吸収策が実施され
るような状態になっていない。
キルギスタンにおける商業銀行はその規模、資産額、自己 資本額において、 ウズベ キスタンより
はるかに小さい。キルギスタンにおけるEBRD の第二次SMECreditLine プロ ジェクトに参加予
定されている商業銀行は2 行あり、その内“AKBKyrgyzstan"-bank は総資産額が千三百万ドル、
自己資本が三百万ド ルであり、Ineximbank(formerBankEridan) は総資産額が四百万ドル、自己資
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本が二百万ドルと報告されている。キルギスタンにおける大きな商業銀行は3 行あり、上記 の
“AKBKyrgyzstan"-bank の他に、Promstroybank とKICB がある。これら3 行の自己資本は二百
万ドルから六百万ドルと推定されている。その他自己資本が百万ドル以上の銀行は約7 行存在して
いると思われる。しかし最近の資料によれば、ほとんどの銀行が債務超過になっており、中央銀行
の管理下におかれている。金融セクター全体の融資残のおける不良債権額(non-performingasset)
は25％に相当し、商業銀行全体の総自己資本額は千五百万ドルまで低下したと報告されている。新
規事業に対する融資はほとんど皆無といってよい。
キルギスタンにおける商業銀行の財務内容を見ると、資金調達額( 負債) の内、約50％は預金で
あり、その預金の内満期が180日を超える預金は24％にすぎない。中・長期の資金が必要な場合は、
その多くをアジア開発銀行、世銀,EBRD 等のドル融資に依存しているのが現状である。これらド
ル融資の一件当たりの平均規模は10万ドルから50万ドルである。キルギスタンでは今、世銀やUSAID,NGO
等による融資額平均が2000ドル以下のマイクロファイナンスが注目を集めている。
このマイクロファイナンスの金利は年30％から45％である。このような高金利にもかかわらずマイ
クロファイナンス事業が比較的良好な結果を出している点は注目してよい(i£16)。現状では、マイクロ
ファイナンスの借り手は流通業が大部分をしめており、短期の資金回転により運営されているため、
資金の回収率は高い。しかしこれらの資金は首都ビシュケクを中心とした都市部に集中しているこ
とも事実である。また預金保証(depositinsurance)など制度的な不備も問題を複雑にしている。更
に支援した中小企業が倒産した場合、当該銀行による担保の回収に係わる法的整備も十分でない。
以上の観察から、キルギスタンにおいては、中小企業支援のための中、長期の資金源は極めて不足
しており、中間媒体である商業銀行の役割も限定されていると結論せざるをえない。
3.4 銀行スタッフのトレーニング
中央アジアにおける銀行スタッフの質的向上を目的としてRegionalBankTrainingCenter(RBTC)
がウズベキスタンの首都であるタシケントに1994年に設立された。RBTC はトルコ、欧州
連合(EU) 、EBRD の資金援助により設立されたが、その後日本、イタリア、イギリスの追加的な
資金援助を受けた。RBTC の対象国はウズベキスタン、キルギスタン、タジキスタンであり、これ
らの地域からの商業銀行スタッフの訓練を目的としている。 当初計画では年間800人のスタッフの
トレーニングを予定していた。その実績をみると、1994年から1997年の間に5,500人のスタッフを訓
練した実績がある(内訳はウズベキスタンから4,482名、キルギスタンから420名、タジキスタンから598
名であり、ウズベキスタンからの出席者が圧倒的に多い)。トレーニングコース基本的に3 週間
の基礎コース、及び2 週間の特別コースにより成り立っている。コースは下記の内容を含んでいる。A
。BankManagement,Marketing,andStrategicPlanningB.FinancialManagementandCreditRiskManagementC.ForeignExchangeandInternationalOperationsD.HumanResourceDevelopmentandManagement
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E 。.BankOperations,AdministrationandProceduresF.CustomerServiceandSellingG.DomesticPaymentandClearingOperations
これらのコース以外にも、参加し てい る商業銀行のリクエストに応じて、例えばSecuritiesMar-ket
やLendingtoSmallandMediumEnterprises などのテーマ につき2 週間程度のコースが行 われ
ている。 こうした地道な活動は当該地域内における商業銀行のスタッフの能力向上に効果があった
とみられるが、本プロジェクト を評価したEBRD のレ ポートによれば下記 に示されるような幾つ か
の重要な問題点 を含んでいる(ttl7)。(1)RBTC
は地域内におけるトレ ーニングセンターとし て設立されたが、域内三 力国から派遣さ
れたスタッフのレベ ルは大 きく異なり、結果としては三 力国それぞれの国において現場の実状
にあったトレーニングセンターを各地に設立した方がより効果的であると考えられたこと(de-centralization
の方向)、同時に参加者の数から解るように、RBTC は実質的にウズベキスタンのNBU
の影響下 にあったこと；(2)RBTC
は銀行 の実務面で のトレ ーニ ング と同時 に金融 セクターに係わる政策面 を課題 とし
て取 り上げようとしたが、 この二つの側面がトレ ーニングの過程で明確に分離出来なかった こ
と( 特 にキルギスタンに見られたように、銀行が倒産したり又 は中央銀行の管理下におかれる
など、地域内での不安定な要素が参加者の質や数に大きく影響 を与えた)
（3） トレイナー（指導教官）は対外的な技術援助により派遣された西側からの専門家（主に短期
コースを担当）と西側でトレーニングを受けたローカルスタッフにより構成されていたが、優
秀なローカルスタッフは民間企業からのより高いサラリーのオファーを受け、その結果として
ローカルスタッフの定着率が低かった（highdefectionratio）ことがコースの成果に影響を与
えたこと；
（4）RBTC の財務的な基盤が弱く、参加者の負担する金額は1 コース当たり75ドルであるが、（ス
タップを派遣する銀行側ではこれ以上のフィーの増加は望めない）この参加費用を倍増しても、
財務的基盤が強くなることは期待出来ない。結果として対外的な資金・技術援助に依存せざる
をえない状況であること:
（5） 当該分野での2 国間技術援助が増大した結果,（例、フィンランドによるキルギスタントレー
ニングセンターヘの技術協力）、RBTC の競争相手がマーケットで出現し、結果としてRBTC の
相対的な地位が低下したこと：等が指摘されている。
以上の観察から解るように、銀行スタッフのトレーニングが容易でないことが理解できよう。技
術面財政面において対外的な技術援助に依存せざるを得ない状況である。また国によって抱えてい
る問題の程度が異なり「地域」を主体とした活動には限界があることを示している。一つの解決手
段としてロシアで実施されている “TwinningArrangement" という手法がある。これは具体的に
は、西側のパートナー銀行とロシア国内の銀行が“提携関係”を結び、例えば西側の銀行は3 人程
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度の専門家を一年間ロシアの銀行に派遣する。その専門家は、プロジェクトの審査手法から銀行に
とり基本的に大事なasset/liabilitymanagement 等の分野につき技術的なノウハウを教える。専門
家派遣のコストは欧州連合（EU ）等の技術援助資金によりカバーされる。この提携関係がうまく進
展すれば、西側の銀行はロシアの銀行に資本出資をするなどさらに提携関係は深まることになり、
両者にとってメリットがある。しかし、このような手法を中央アジアで実施するには、大きな困難
を伴う。その理由は西側の銀行にとっては、たとえそのコストは国際金融機関による技術資金援助
によってカバーされたとしても、予想される将来でのメリットが少なく、むしろリスクが高いため
である。
3 。5 ドナー( 資金供与側) から見た問題点EBRD
等の国際金融機関にとって、中小企業支援が持つ意味は、それが統制経済から市場経済へ
の移行に関して大きな役割をはたすとの政策的配慮によるものである。そして、中小企業が発展す
ることにより、市場でより競争的な関係が構築できるという期待感の表れでもある。中小企業支援
のための手段(instrument)としては、(1)ウズベキスタンの例に見られるように、banktobankloan
という手法がる。そして(2)キルギスタンの例で見られたような、twosteploan(Apextype) の形態
もある。更に今回の議論にはなかったが(3開 際金融機関が当該国の商業銀行に直接資本投資をする
ケースが考えられる。(1)と(2)については、通常は国家保証(sovereignguarantee)の形態がとられる。
その理由は国際金融機関側にとっては融資に対する返済責任については、政府による返済義務を明
確化する以外にリスク負担者がないことによる。通常は国家保証があれば、融資側(lender)にとっ
て最も安全と考えられるが、その実体は複雑である。キルギスタンの例に見られたように、プロジェ
クトに参加した商業銀行が倒産した場合、キルギスタン政府はその外貨保有高からEBRD に返済す
ることになる。しかし、実際にはキルギスタン中央銀行は倒産した二つの商業銀行から債権の回収
を行わなければならず、この問題解決には相当な時間と労力が必要となる。従って結論から言えば、
国家保証があるからといってそのプロジェクトが安全であるとは言えないのが実体である、という
点は特記されてよい。
今日までの国際金融機関の経験から見ると、twosteploan と呼ばれる支援策は問題が多い。その
理由は中間媒体である商業銀行の資産内容が脆弱であり、国際金融機関による融資案件自体には問
題はなくても、商業銀行自体の「他の融資案件」に問題がある場合が多いためである。(3)の海外か
らの直接資本投資は東欧諸国では所見できるが、中央アジアでは極めて少ない、その理由はリスク
が高すぎるためである。EBRD
の例で見れば、プロジェクトに参加する商業銀行にたいしては、参加条件として、自己資
本の規模、自己資本比率等の条件を設定し、同時に国際的に信用の高い会計監査会社に依頼して、
当該商業銀行の財務内容については国際会計基準(IAS) を適応し、評価しなければならない。国際
会計基準を適応し更にそれに付随するシステムの変更については、そのコストは銀行のサイズにも
よるが、一般的には一行当たり50万ドル相当以上が必要と考えられている。こうしたコストは小規
賀来：中央アジアにおける工業発展及び中小企業の役割に関する一考察(
開発経済学の新しい課題) 103
模な商業銀行にとっては大きな負担であり、欧州連合（EU ）等の技術援助（technicalcooperation ）
に頼る場合が多い。
最近の調査によれば（itli）、現在までいろいろな形で国際金融機関により中小企業支援 のための融
資が行われてきたが、この目的を達成するためには金融セクタ （ーfinancialsector）の改善が必要で
あるとの指摘である。金融セクターの改善のためには、中央銀行による監視、規制 といった制度的
な改革を含む と同時に商業銀行側において も内部監査の充実な ど課題が多い。企業 の側で も、その
財務・経営状態の開示に不可欠な会計制度の改革は進展していない上に、公認会計士・監査法人な
どが絶対的 に不足している。著者が調査した、ウズベ キスタン・キルギスタンにおける中小企業で
は二重帳簿を もっているケースが多い。一つは税務署など対外的な帳簿であり、他の一 つは内部用
である。
前述の調査での一つの結論は、中小企業支援 と「同時並行的」に金融制度の改革を進めることは
大きな困難があるという点である。 金融制度 が未整備の状態で は、中小企業の倒産のリスクと同時
に中間媒体 としての商業銀行が倒産するというリスクを含むことになる。世銀の調査によれば、所
謂two-steploan が成功するためには、中小企業への融資資金の回収率 （CollectionRatio ）が85 ％
以 上必要なのに対し、現実には53－77 ％であったと報告されている(SE19)。その主な理由は当該銀行の
審査能力の欠如及び融資への「政治的 介入」の結果である。 また国際金融機関からの中小企業支援
は、結果的に見ると、ウズベキスタンの例にも見られたように、比較的大規模な中小企業支援になっ
てし まう。従って今後 は長期的 な視野に立って、中小企業支援 と金融制度改革をどのように進める
か、国別計画（countrystrategy) の見直しが国際金融機関にとっての課題 となろう。
上述の問題 と関連して、中小企業支援 と金融制度改革のためには、大きな技術援助が必要となる
ことである。 キルギスタンの例で見たよう に、技術支援 は、 まず第一 に中小企業 がビジネスプラン
を作成する段階でアドバイザリーサービスが必要であり、第二には、 そうしたプランを審査する商
業銀行 に対して助言訓練を担当 するクレヂットアドバイサーが必要である。第三 には、中央銀行内
部 に設置されるPMU （ProjectMonitoringUnit) にたいして も資金のdisbursement 及びその管理
のための専門家 のサービスが不可欠になる。 このように考えてい くと、中小企業支援 はコストの高
い事業 となるといわざるをえない。
著者の意見 として、西側諸国から技術援助を通じて派遣される、専門家（コンサルタント）の質
について も述べておきたい。専門家の役割 は、銀行業務 に必要な技術的ノウハウを伝達することで
あるが、実際の現場で は問題 も所見される。一般的な事 として言えば、専門家として派遣されるス
タッフは西側の銀行 など金融機関 を定年退職したベ テランが多い。専門家として、知識 と経験はあ
るが、問題はその経験 とノウハウをどのように相手側に伝 えるかである。つまり、専門家 は良きコ
ミュニケイターでなければならない。 こうした観点 から見 ると、当該国 の文化的・社会的背景に無
理解なコンサルタントが多い。 専門家として高いフィーを支払われながら、相手側 と十分なコミュ
ニケーションが出来ず、結果 とし て専門家 に不満だけが残り、効果が半減している場合が多いのも
事実である。特に中央 アジアにおいては、 こうした傾向が顕著であることを指摘してお きたい。
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中小企業支援の観点から言えば、社会主義体制のもとでは、大きな生産単位により経済活動が行
われてきたために、日本や西側諸国に見られる中小企業と云う概念自体が中央アジアには存在して
いなかったわけである。こうした現実を理解出来る専門家の育成がこれからの課題でもある。これ
らの諸国においては、今まで中小企業とは、主に物品の流通事業を意味しており、製造業分野での
中小企業は存在していなかったと考えるべきであろう。前述の分析で見られるように、中央アジア
が西側から「生産技術」そのものを移転することについては、後発国として技術的側面への適応力
は保有していると考えられるが、金融制度を中心とした経済システムの構築とその発展については。
「後発効果」の利点が見られない所に、基本的課題があると考えられる。
4 。 中 央 アジ ア に おけ る 経 済成 長 の発 展 パ ター ン に関 す る考 察4
．1 旧社会主義システムの遺産
前述の議論から、中央アジアにおいては「生産技術の習得」そのものについては、後発国として
大きな問題はないが、経済環境にどのようにして「競争的」な市場メカニズムを導入できるかが今
後の課題となる。このことは次のように言い換えることが可能であろう、即ち「生産技術」そのも
のは、ウズベキスタン、キルギスタンの中小企業に見られたように、「中立的」であり、問題は生産
技術自体の習得そのものではなく、それを取り囲んでいる経済的社会的体制の「適応力」と「吸収
力」がどの程度、生産技術を活性化しさらに進化させ、社会の生産単位として許容されるかという
課題に突き当たる。
旧社会主義体制の一躍を担っていた中央アジアが抱える問題点は、前述したように今日の発展途
上国が直面している問題とは、別の次元の問題を抱えていると考えられる。前に述べた、キルギス
タンにおける商業銀行に関連して、その銀行の役員が株主となって優遇利子での融資を受けること
は、社会的「平等」のもとに生活してきた者にとっては、当然の権利として考えられている事が問
題の本質を良く表している。社会的平等は「権利」について平等であり、株主が優遇利子融資を受
けることは、彼らにとっては、「利害の対立」とはならない。この事は民営化された企業についても
同様のことが言える。国営企業が民営化された場合、インサイダーつまり経営者・従業員（実質的
には経営者）の支配する企業となり、ロシアでは民営化企業全体の総株数のうちインサイダーであ
る経営者・従業員の所有する株数が占める割合は50％以上の過半数を占めており、民営化企業の資
産の所有者が国から旧国営企業の経営者と労働者というインサイダーに移行したことを示してい
る(゛ 20)。この小論で論じたウズベキスタンの事例を見ても従業員が株式の40％から49% 所有してい
るヶ－スが見られる（表3 、参照）。企業統治（CorporateGovernance ）の重要性は先進諸国でも最
近再認識されてきているが、資本と経営の分離という原則は絶対的「平等」ということが社会的習
慣となった体制のもとでは理解されにくい。基本的に資本主義社会は競争を原理としている。しか
し一般に旧社会主義国では競争社会は「不平等」を生むと考えられ、「機会の平等」という市場主義
経済の概念はなかなか理解されない。この点に十分な注意を払わないと中央アジアの市場経済移行
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は理解出来ないことになる。
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4。2 市場経済移行への促進要素
以下に示す表6 は、EBRD の経済調査局により行われた分析結果である。これは市場経済への移
行度を指数(1 から4 までを採用し、指数が高いほど、移行が進展していることを示す)により、評
価したものである。
表6 市場経済移行の進展度:中央アジア5 力国とロシア、東欧諸国の比較
カザフスタン
ウズベキスタン
キルギスタン
タジキスタン
トルクメニスタン
ロシア
ハンガリー
チェコ
ポーランド
大企業 小企業Governance
民営化 民営化&Enterrise_prestructuring(note:1)
3
T
3
2＋2
一
一3
＋
??
?
3 十
3＋2
?
?
???
2
2 －22
－
2
3＋3
＋3
金融制度
改革及び
金利自由化2
十2
－2
＋
｜I
9 －43
＋3
十
証券市場の
進展
その他-2
＋
??
?
??
{note:| ｝Governance&Enterpriserestructuring とは、国営企業の民営化 のみならず、企業形態が経営内容を含めて、政
府の補助金に頼 らず、競争的且つ自立的 な産業組織に進展しているかを示す。 なお、これらの指数は現状を示した もので、
市場経済移行化 のスピ ードを示唆した ものではない。（詳細はEBRD,TransitionReport 、2000,Page14 を参照〉
上記の表に要約された市場経済移行化の進展度は、実際には8 項目にわたり、調査分析されたが、
ここでは紙幅の都合から5 項目に限定したことをお断りしておきたい。上記の表と分析結果から観
察される重要な点は、第一に、市場経済移行が進んだ国では、一般に企業、銀行、証券に関連した
法的・基準整備も進んでいることであり、第二に国営企業の民営化は市場経済移行にとって、不可
欠な過程であるが、企業の所有権の移転だけでは不十分であることである。これは民営化された企
業のマネジメントが旧態依然であるという事実に所見される。第三は、小企業の民営化 に れは新
規の企業が市場に参入できることを含む）が市場経済移行にとって、重要であること。第四に銀行
制度を含めた金融制度の改革が移行経済の基盤として大事な点であると云うことであろう。上述のTransitionReport
では、結論として、市場経済移行化の促進は二つの基本的な要素と関連している
としている。その第一は、自由市場と自由貿易（liberalization)を実施してきだ 年数”であり、第
二は自由な選挙（民主化）による司法、行政が行われだ 年数”である{p.28）。このことは、市場経
済移行に関して、「初期条件」の違いがその後の結果に大きく影響していることを示している。但し、
東欧諸国に於ける市場経済移行化の進展はこれらの国々が欧州連合（EU ）に加盟する意志が強かっ
たために、外的要因（EU 加盟へのAccession）が強く働いたことも事実であり、考慮しておく必要
がある。特に東欧の政治体制の民主化は、それまで政治と癒着していた利益集団（企業グループを含
106 国際地域学研究 第6 号2003 年3 月
む）の役割を減少させた。しかし問題はこのような東欧諸国の経験とその発展のパターンが中央アジ
アにそのまま適応すると考えることは現実的ではない。東欧諸国の場合はその地理的条件により、
西側からの情報の伝達、資材の移動、人的交流等の面で、中央アジアに比較して市場経済移行に必
要な諸条件が異なるためである。東欧諸国に見られた急速な民主化運動、西側からの直接投資の増
大、市民社会（civilsociety)進展、等は、欧州連合（EU ）を含む西側からの財政的支援が大きな影
響を与えたことは事実であり、それは第二次世界大戦後のアメリカによるマーシャルプランを思い
起こさせるものがある。以上の議論から、中央アジアの市場経済移行化のプロセスは多様な要素が
複雑に混在していることが理解出来よう。
この小論で事例として取り上げた、ウズベキスタン、キルギスタンにおける国際金融機関による
中小企業支援についても、それぞれ個々の案件につき、経営者の背景とその能力、資本構成、新し
いビジネススタンダードの確立、市場での競争的環境育成への効果、等の分野につき、企業レベル、
当該セクターレベルでの審査・評価基準を作ることについても、今後国際金融機関は努力をするべ
きである。
4.3 「平等」と「不平等」について
旧社会主義制度のもとで、人間社会の理想である「平等」を獲得した中央アジアが、その社会経
済システムが崩壊したことにより、自由な市場経済の導入により「不平等」な社会を経験している
という現実は、歴史の皮肉と言わざるをえない。中央集権的な体制下での平等から、神の“見えざ
る手”による社会の富の増大・発展を目指すことになった訳である。不平等な社会はなぜ困った問
題なのか、なぜいけないのかは、カール・マルクスの時代あるいはそれ以前にまでさかのぼること
のできる、古くからの論点である。特に第三世界の貧困層に関心をもつ開発経済学者にとっては、
これまで中心的な課題は、経済成長および貧困削減であった。不平等の是正という視点は都市・農
村部の経済格差の是正としては取り上げられてきたが、社会全体のシステムとしては議論の対称と
なっていなかったといえる。また、最近まで経済学者（特に新古典派）にとって、不平等というこ
とはいわば“必要悪”であったといえよう。つまり、富裕層に所得が集中することによって、彼ら
はますます貯蓄し投資することになり、また、人々は仕事に励み、技術革新を行い、生産的なリス
クを冒すような動機づけを積極的に創出するというかたちで、不平等は「成長を促進」するという
ことであった。しかし、不平等が、一握りの最富裕層と、最下層の深刻な貧困という組み合わせと
して現れている場合、つまり、説明責任のある政治を要求する「中産階級」が欠如している場合、
有効な社会政策を展開し実施することはとりわけ困難になる。このように考えていくと、「平等」「不
平等」の問題は、その社会の基本的人権や民主主義体制による「中産階級」の形成という問題とも
深く関係していると考えられる。経済発展は社会全体の“パイ”を大きくすることが出来るが、そ
の「分配」は政治体制としての民主主義に依存していると考えてよいであろう。
経済発展と民主主義の二つをどう達成するか、これは発展途上国、社会主義国、旧社会主義国、
先進資本主義国のいずれもが直面している現代社会最大のテーマである。このような大きなテーマ
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をこの小論で扱うことはとうてい不可能である。しかし、日本の経験、とりわけ、明治維新以来の
一世紀以上にわたる日本の歴史的経験が、世界史的に見て、特に第三世界にとって、どのような意
味をもつかを考えることは、意味があるであろう。一般的には、18世紀末から19世紀半ばまでの世
界を、フランス革命とイギリス産業革命が展開した二重革命の時代としてとらえ、この二重革命を
達成した国はイギリス、フランス、アメリカなど欧米の先進資本主義国であり、これらの先進国は
ほぽ19世紀半までにブルジョワ民主主義（議会制民主主義）を成立させると同時に資本主義的工業
化を達成し、近代市民社会をうち立てることに成功したと考えられる（第一グループ）。これに対し、
ドイツ、イタリア、ロシア、日本など第二グループの「後発国」が本格的に近代化への歩みを開始
したのは、19世紀後半からのことであって、もはや第一グループのような近代市民革命を達成する
ことは出来なかった。そして第二グループの近代化の基本的特徴は、市民革命なき工業化を推進す
る以外なかったのである。第三グループとして、両革命とも未完な旧植民地国・第三世界がある。
そして第二グループの国々は第一グループの国々との間で協調と対立を繰り返しながら、植民地獲
得競争にのりだすことになる。ここで大事な点は後発先進国（日本を含む）は市民革命を経験せず
に工業化を達成したことであり、工業化の進展にともない、新中産階級の成立を経験したことであ
る。ある観察によれば、一人当たりのGNP が「2000ドル」水準に達することが分岐点と指摘されて
いる（庄21)。
以上の観察をもとに中央アジアをみると、第三グループの後発国と分類できるが、中央アジアが
どのような形で「中間階級」を形成していくのか、あるいは全く別の道を選択するか、現状では結
論を出すのは困難である。次章ではこの点につき更に考察を加えることにする。
5 。 中 央 ア ジ ア 経 済 の 今 後 の 課 題 に つ い て
中央アジアの今後の経済発展のパターンにつ き予測をする試 みは困難であり、 むしろ無謀 という
べきであろう。中央 アジアは人類が経験した経済発展史のなかで も極 めてユニークな立場にあった
と考えられる。旧ソ連邦の周辺国 とし て位置付けられ、旧社会主義体制のもとで物質面では比較的
平等 な社会を実現したが、 その地理的条件においては西側先進国 との接触は皆無であったからであ
る。中央 アジアは経済的「発展」（development ）と市場 経済「移行」（transition）という課題を抱えて
いる。一 般的に経済「発展」は、人間生活の経済的、文化的水準を向上させることに加 えて、最近
で は環境的な生活面での配慮を含 んだ広義の意味 に使われるこ とが多い。これに対し経済体制の「移
行」は望 ましい経済成果をもたらすため、競争的な市場 のメカニズムの構築により、より効率的な
資源配分 とその分配を目標 として位置付けられる場合が多い(・22)。「開発」と「移行」の問題を要約
すると、一国経済を(A)農業の ような伝統的経済部門からの離陸、（B)国営企業のような統制経済部門
の民営化、（C）価格 メカニズムが機能 する市場経済体制の確立、 と考 えられる。従って、「開発」とは
（A)の伝統経済から（C）の市場経済への過程を示し、「移行」とは、（B)の統制経済から(C）の市場経済への
過程、 ということになる。しかしこの分類 も実際に適応するには複雑な要素がからみ合っており、
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単純化することは難しい。中央アジアの場合、伝統的なバザールに見られる個別的な市場メカニズ
ムが、すぐに国レベルでの市場経済化につながる訳ではない。
現在、移行経済諸国が直面している一つの課題は、小規模私企業が中規模へ、そして大企業へ成
長していけるか、という問題である。これまでの所、旧社会主義国における小規模民間セクターは
公的資金への適切なアクセス無しに発展してきたと考えられる。マーケットの実状を調査してみる
と、小規模企業（流通業）については税金は支払わないが、マフィアに対しては売り上げの一部を
支払うのが通常のパターンである。前に述べたように、いわゆるマイクロクレジットと呼ばれる外
国からの資金供与は、資金の回転率の高い流通業が対象になるのが通例である。このような小さな
流通業は中国・韓国・中東諸国などから安く衣類などの日用雑貨商品をチャーター便で買い付け、
原価の数倍の値段で短期間の間にバザール等で売りさばくのが通例である。資金の回転率が高いた
め、闇金融からの高い利息にも対応出来る。バザールエコノミーを支えてきたのは、こうした小さ
な流通業者が大きな規模で商売をしてきた結果である。このような小売り業が、中規模会社に成長
していくかどうかは疑問である（勿論ないとは言えないであろう）。民間セクターで支配的なサービ
ス業では、いずれにせよ製造業よりも大きな資本投資を必要としない。企業が小さい間は自己資金
調達（do-it-yourself-finance）が可能であろうが、中規模企業に成長しようとしたら、資金不足は大
きな障害となる。著者がウズベキスタン、キルギスタンの中小企業で見た経営者を見ると、ほとん
どの場合、流通業出身者はいなかったと言ってよい。その理由を一言でいえば、流通業者は短期の
利ざやを稼ぐことが彼らにとって最良の“保障”だからである。ウズベキスタン、キルギスタンで
見られた中小企業の経営者は、知的なレベルから見ても明らかに小売り業者とは異なる。したがっ
て、小売り業者が今後の市場での主なアクターになるとは考えられない。それでは、誰が主なアク
クーになるのかと問われても、現状では明確な答えをだすのは難しい。しかし、今後ゆるやかでは
あるが形成されるであろう若い世代を中心とした市民層が重要な役割をはたすことになるのは確か
であろう。著者の観察では、一般的にバザールでの商売人は高年齢型・低学歴であるのに対して、SMECreditLine
で見た経営者は低年齢型・高学齢が多かったことを指摘しておきたい。
最後に経済発展の歴史的観点から、中央アジアに於ける課題を考えてみたい。歴史的観点から見
れば、イギリスにおける産業革命が工業技術発展の出発点と考えることに異論はあるまい。その後
イギリスで開発・発展した工業技術がどのようにして欧州大陸、ロシア、そして日本に伝達され内
在化されたかその過程を巨視的な視野で考察してみたい。一つの興味深い事実は、産業革命時代に
おける企業家（entrepreneurship）は、一人の人間が、新技術の開発、資金調達。マーケッテング等
ビジネスに必要な要素を「兼務」していたことである(tt23）。このようにして発達した生産技術が欧州
大陸に伝達されたわけであるが、欧州、特にドイツはイギリスに対して後発国であった訳であるが、
ドイツの場合は、生産技術の習得、内在化に関して、より組織的な対応をしたと考えられている。
その顕著な例は銀行がはたした役割であり、銀行は企業家のリスクを資金面において分散されたと
考えられている(tt24)。その後の経済発展の過程を見ると企業家のリスクは銀行のみならず保険会社
の設立等により、より制度的に軽減されたと考えられる。ドイツ以降生産技術はロシア、日本へ伝
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達されることになるがヽそのプ□セスにおいて国家がより積極的に市場に関与(nationalaggrandize-merit)
することが見られるようになる(tt25)。以上の所見は、イギリスでの産業革命以後、後発国にな
ればなる程、市場形成に制度的国家的な介入が見られることである。このこと自体大きな矛盾を含
んでいる。それは本来自由な市場競争で、“見えざる手”の導きにより社会の富が増大すると考えら
れていたことに対し、国家という最も強い権力が市場に介入したことである。国家の介入なしでは
日本における急速な経済発展は不可能であったという結論に疑問はないであろう。また後発国の経
済発展の特徴として、急速な工業化の結果として、その「初期の段階」においては、経済的な側面
においての二重構造、つまり富める者と富めない者の格差が増大したことがあげられる（・126）。 この
二重構造が縮小されるのは、経済発展が成熟した後に見られる現象である。
以上のような経済発展の歴史を巨視的にみると、後発国になればなる程、工業化に対する制度的
な整備がいろいろな側面で必要となってきたことが理解出来よう。このような視点から見ると、中
央アジア諸国の経済発展に関してどのような示唆が得られるであろうか。前章で述べたように、人
間開発指数（HDI ）及び社会基盤整備の側面で見れば、中央アジア諸国は今日の発展途上国に比較
して、より高い水準に達していると考えてよい。しかし市場経済導入に必要な金融、財政、企業統
治に係わる法的行政的手段は未発達の状態である。このような状況下では、まず第一に政府による
より強力なイニシャテブのもとに民営化、証券市場の法的整備などを積極的に進めることが必要で
ある。第二には、従来インフォーマルな形で現金取引きされてきた流通業などを、よりフォーマル
な形態で取引きされるよう金融面での改革と安定が極めて大事な目標となるであろう。市場の発達
とは、その社会に存在している多様な資源がより効率的に各種の用途に利用されかつ配分されるプ
ロセスと考えられる。従って政府の役割は公平で客観的な取引ルールを定め、そのルールの実施を
監督・実施していくことになる。市場経済は、一見するとどこでも「競争」という形式においては
普遍的なものにみえるが、その具体的展開は各地域の社会構造・社会習慣に強く規定されることを
認識する必要がある。
著者の意見では、ウズベキスタン、キルギスタン及び他のCIS 諸国での中小企業の現場を見ると、
人々は心理的な側面で、市場経済での「競争」がより良い成果、即ち質の良い製品をより安価に獲
得出来るという点について、十分納得していない点が最大の障害ではないかと考えている。中央ア
ジアは後発国としては、今日の発展途上国と比較して教育面社会基盤整備面ではより高い水準を維
持しているのにもかかわらず、その経済発展が進展していない。それは基本的には「競争原理」の
導入につき、日常の生活や市場での活動を通じて、市民がその利点を理解することが今後最も必要
なことではないかと感じている。その意味では、草の根的なマイクロファイナンスを通じて市場経
済の原理が浸透していくことがまず第一歩であると考えてよい。インフォーマルな取引をより
フォーマルな取引に転化していくことである。ある社会心理学者の観察する所によれば、市場経済
をダイナミックに推進する原動力（drivingforce）は市民レベルでの物事を“達成”しようとする精
神面での“意欲”であると考えられている(tt27)。中小企業の事例をみると、一方でそうした「意欲」
のあるグループが存在するが、他方では旧体制的な指令と服従という関係の「企業統治」が混在し
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ているのが、中央アジアにおける一つの特徴といってよい。
以上のような観察をまとめてみると、ウズベキスタン、キルギスタンにおいては、ビジネス・エ
リートは少数であるが育ってきたといってよいであろう。しかしこうしたグループを支える社会階
層、つまり工業化における先発国および後発先進国である日本が経験したような「中産階級」はま
だ出現していないし、個人の能力を基盤とした民主主義的な政治体制が確立されるにはまだ相当な
時間を必要とするであろう。西欧社会および日本を含めた経済発展史の観点からみると、社会の発
展の両輪と考えられる「経済発展」と「政治体制」の改革が今後どのような形態で進展するかが、
中央アジアの将来を考える上で最も重要な課題となるであろう。
結 論 に か えて
中央アジアにおいて、経済発展と民主化が同時並行的に進展するか、現状から判断することは難
しい。前に述べたように、絶対的「平等」を達成した社会が崩壊し、新しい市場のメカニズムを通
じて富の生産と再分配を行うことになったことは、歴史の皮肉としか言いようがない。今後中央ア
ジアにおいて、先進国（後発先進国である日本も含めて）が経験した市民層での「中産階級」が形
成されるかどうかの判断も現状を見るかぎり困難な課題である。一つ言えることは、市場経済化ルー
ルに比較的順応していく市民と順応できない市民との間で格差が生じることは確かであろう。中小
企業案件の調査をとうして感じられるのは、まだ数は少ないが企業家精神の旺盛な市民が出現して
きていることである。しかし中小企業のはたす「役割」は日本を含めた先進国のそれとは違った形
態になる可能性が強い。つまり、大企業の民営化を補完する意味で中小企業が進展するのではなく、
中小企業自体が国内経済ではたす役割は、今後ますます増大していくことが考えられる。中央アジ
アにおいては、中小企業活動が今後どのような「広がり」を示すかが、今後の経済発展に大きな影
響を与えると考えられる。
（注! ）このような“後発効果”（latedevelopmenteffect ）を指摘した最初の著者としては下記があげられる：
EconomicBackwardnessinHistorical AlexanderGerschenkron 、HarvardUniversityPress.
1962,p.343-344.Gerschenkron によれば後発国であればある程，その工業化につき下記のような傾向が見
られるとしている。(l)thediscontinuityofthestart
；(2)thestressonbignessofplantandenterprise
；(3)thestressonproducergoodsasagainstconsumergoods
；(4)thepressureonthelevelofconsumptioninordertofinanceinvestment
；(5)themagnitudeandcoercivenessoftheroleofspecialinstitutionsdesignedtoincreasethesupplyofcapitalforindustryandcentralizeentrepreneurialguidance
；and(6)theinabilityofagriculturetoofTe
「agrowingmarketforindustrialgoods.
(注3)
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「後発効果」（latedevelopmentefTect ）という観点から工業化を論じた他の著者は下記がある。
Ill
H 。」
Habakkuk,CambridgeUniversityPress.1962;
RonaldDore,
GeorgeAllen&Unwin,London,1973.
（注2）人の能力（capability）を重視したのはアマルテア・センである。 この点に関しての議論は、「開発と援助」
絵所秀紀著、同文館、第二部の三、アマルテア・センの問題提起、において詳しく議論されている。
四
(EBRD),February1994.-
(注4) 経済発展と民主主義、中村政則著、岩波書店、1997、p.12－13.
著者は今や世界は下記のような3 グループによって構成される重層的な構造になったと論じている.(1)
市民革命と産業革命を達成出来た国－イギリス、フランス、アメリカ(2)
市民革命は挫折、産業革命( 資本主義的工業化) は達成一ドイツ．イタリア、ロシア、日本、東欧諸国(
ポーランド、ハンガリー等)、スペイン、ポルトガル(3)
両革命とも未完の国－インド、中国などアジア諸国およびアフリカ、ラテンアメリカ
こららの点についての議論は下記の著書においても詳しく議論されている．
BarringtonMooreJr.PenguinUniversityBooks,1973.
（注5）中央アジア経済、市場移行国の背景と課題、北村歳治著、東洋経済新報社、1999年、p.3O.
（注6）これらの点については下記のレポートに詳しい。
EBRD,May1997:
Facil
チェコ
ハンガリー
ポーランド
ロシア
カザフスタン
キルギスタン
タジキスタン
(注10)"International
Development,EBRD,June1997 ；Mid-TermReview
CreditLineinRussianFederation EBRD,July1997.
（注7）EBRD,TransitionReportUpdate,April1999 によれば，1989年1998 年の9 年間の累積外国投資額（単
位：us ドル百万）は：
9,973 ．16.706
．15,066
．8,80l
．5,829
．332
．100
．
トルケミニスタン762 。
ウズベキスタン533 ．
であり、中央アジアに対する直接海外投資の低さが指摘されている。
（注8) 世界銀行：「東アジアの奇跡：経済成長と政府の役割」白鳥正喜監訳、東洋経済新報社、1994 年。
（注9 ）開発経済学、速水裕次郎著、創文社現代経済学選書11,p.7.
”RaymondVernon, （1966)
QuarterlyJournalofEconomics,voL80.May,p190-207 ・(
注ll) ここに示されたデータは下記のレポートに依存している。
中央アジアー市場化と現段階の課題、清水学編、アジア経済研究所、1998年、p.49.(EBRD,TransitionReport2000,p.228
では、shareofsmallfirmsprivatized は56.7％と表示されている
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が、ここでは詳細が記されている清水編のレポートを採用した).(
注12) 注6 のレポートを参照．
(注13)TheM ofanEconomical ActivePersoninRussia.O.A.Rakovskaya,StudiesonRussianEconomic
Development,Volume5.No.6.1994.
(注14)NBU は中央アジアの銀行の中で特殊な例と云ってよい。NBU は1991年にJointStockCommercialBank
として設立されたが、その後政府出資銀行(statebank) に変更された。NBU は輸出入業務、及びウズペ
キスタン政府の窓口として、ADB,EBRD 等の国際金融機関からの融資の受け皿としても機能している。(
注l5)ロシアの代表的な商業銀行の一つである、Mosbusinessbankの場合、1996年の資料によると、ルーブル貨
での投資活動の内83％以上が政府保証債(TreasuryBillsandGovernmentFloatingBonds) にあてられて
【注】6)EBRD がG-7 からの資金協力でロシアにおいて行ったマイクロファイナンスプロジェクトの結果によれ
ぱ、2000ドル相当の資金は通常キオスクなどの小売り・流通業が融資対象であるため、資金の回転が三ヶ
月から四ヶ月と短期であり、ArrearsRatio( 融資残に対する不良債権の割合) は3％程度であり、極めて
低いのが特徴である（資料:EBRD,
（注l7）EBRD,"SecondEvaluation
ofRussiaSmallBusinessFu July1997).
September1998.
．：D ．Landes,
（注18 ）EBRD,SpecialStudyReport:SMEPromotionandFinancing,2001.
（注19 ）世界銀行によるDFI および中小企業プロジェクトに関する総括的事後報告書：
ReportNo.9530,Operations
EvaluationDepartment,TheWorldBank,April22,1991.
（注20）「市場経済移行政策と経済発展」、中央大学経済研究所編、中央大学出版、1998 年、p.28 －29.
(注2i) 経済発展と民主主義，中村政則著，op.cit.p.182-184. この著者は一人当たI)GNP が2000ドル水準に達す
ると，農地改革，国内市場の拡大，都市化，産業構造( とりわけ第3 次産業の比重増大，可処分所得の増
大( エングル係数の低下) と教育水準の高まり．総じて「市民社会的状況の形成」に対応していると示唆
している.(
注22)EBRD,TransitionReport,2000, を参照.(
注23)TheGenesisofModernManagement,-AStudoftheIndustrialRevolutioninGreatBritain,SidneyPollard.EdwardArnoldLtd..London,1965,p254.
この著者は次のように述べている:“Theyfulfilledinoneperson.thefunctionofcapitalist.financier,worksmanager.merchantandsalesman".(
注24) ドイツ以降の経済発展における銀行の果たした役割については下記を参照
edited:TheRiseofCapitalism,Macmillan.1966. こ の 著 者 は 次 の よ う に 述 べ て い る。“subdividingtheentrepreneurialfunction:theGermaninvestmentbanks
－apowerfulinvention-wereasubstituteforthecapitalsupplyingfunctions'
≒ 同 様 の 議 論 は:TheModernizationofEntrepreneurship,A.Gerschenkron,inB.F.Hoselitz
，ed..IndustrializationandSociety,UNESCO け966,p255 に 見 ら れ る。(
注25)TheSovietModelandUnderdevelopedCountries,C.K.Wilber,TheUniversityofNorthCarolinaPress,
1969,p.94 ；BritishF
op.cit.Chapter15.
(注26) 後発国における経済の二重構造を指摘した著者は下記の通りである。EconomicHistoryofEurope,HerbertHeaton,Harper&Brothers,1936,p.583
；IndustrialDualismin
S.Broadbridge,FrankCassandCompany,
London,1966 ，p.23(
注27)AchievementMotiveinEconomicG Davidc.McClelland,inDevelopmentandUnderdevelopment ，
editedbyMitchellSeligsonandJohnTPasse-Smith,LynneRiennerPublishers,1998,p.169-186
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この著者が1961年に発表しだTheAchievingSociety",Princeton:D.VanNostrandandCo. はマック
ス・ウェーバー的な立場に立って、資本主義社会のメカニズムを解明した．
